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加振により (𝑥𝑚, 𝑧𝑚) にある反射体が振動するとき、反射体の z 方向変位 𝑢𝑧(𝑡) は一般に
(2-1)式のように表される。 
 
   𝑢𝑧(𝑡) = 𝛿sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡)                        (2 − 1) 
 









でのパス L は、𝑢𝑧/𝑧𝑚 ≪ 1とすると(2-2)式で近似でき、時間とともに変動する。 
 


















                        (2 − 3) 
 
これにより、受信点でのセンシング波の複素受信信号 ?̇?(𝑓, 𝑡) は、計測対象の複素反射係
数 ?̇? を用いて(2-4)式のように表される。 
 
?̇?(𝑓, 𝑡) = ?̇?e−𝑗𝑘𝑠2𝐿(𝑡) 
 
      = ?̇?e−𝑗2𝑘𝑠{𝑙−𝛿sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡)}                    (2 − 4)  
 
?̇?(𝑓, 𝑡) は位相変調された波であり、𝐽𝑛(𝑟) を n次のベッセル関数とすると、一般にベッセ
ル関数を係数にもつ正弦波の級数和で以下のように表すことができる。 
 




                      (2 − 5) 
 
これにより、?̇?(𝑓, 𝑡) は(2-6)式のように展開される。 
 
   ?̇?(𝑓, 𝑡) = ?̇?e−𝑗𝑘𝑠𝑙 ∑ 𝐽𝑛(2𝑘𝑠𝛿)
∞
𝑛=−∞
e𝑗{2𝜋(𝑓−𝑛𝑓𝑣)𝑡}              (2 − 6) 
 







   𝐽0(2𝑘𝑠𝛿) ≅ 1 , 𝒥|𝑛|>1(2𝑘𝑠𝛿) ≪ 𝒥1(2𝑘𝑠𝛿) = 𝑘𝑠𝛿           (2 − 7) 
 
したがって、0次、1次の項を用いて ?̇?(𝑓, 𝑡) を書き直すと(2-8)式が得られる。 
 
   ?̇?(𝑓, 𝑡) = ?̇?e−2𝑗𝑘𝑠𝑙 × {1 + 𝑘𝑠𝛿e
−𝑗2𝜋𝑓𝑣𝑡 − 𝑘𝑠𝛿e





に小さければ反射波は周波数 𝑓 の無変調成分と周波数 𝑓 ± 𝑓
𝑣





























̇ (𝑡) 、 𝑔
+






















(2𝑙/𝑣)                                                   (2 − 12) 
 
ここで、sinc(𝑥) = sin(𝑥) /𝑥 となる関数であるため、無変調成分𝑔
0
̇ (𝑡)は反射体までの往復時

























































                                                                      (2 − 15) 
 
ここで、𝐹 はコイルによる鉄筋への加振力であり、𝐴 は加振力が鉄筋に作用する領域の等価



































域幅を IF（Intermediate Frequency）帯域幅と呼び、IF帯域幅を狭くすればするほど SN 比の
高い計測が可能であるが、帯域幅に逆比例して計測時間がかかるという特徴を有する。一方、
本計測では 𝑓𝑣 のドップラ周波数遷移を起こした成分の複素伝達関数を計測することが目的
である。そのためには、送信信号が 𝑓 のとき、参照波を 𝑓 − 𝑓𝑣  とする必要があるが、ネット
ワークアナライザ内部の参照周波数と送信周波数は同一であり、基本的にはドップラ成分
のみの計測は困難である。 
 そこで、送信信号にネットワークアナライザの外部で加振周波数を加え、 𝑓 − 𝑓𝑣  に変調し





















１． ネットワークアナライザの出力端子(OUT)から周波数 𝑓 で信号が送信される。このと
き、送信周波数は単一のものではなく中心周波数からあるスパンで周波数を変更しな
がら送信される。 
２． 位相分配器で信号の位相を 0°と 90°に分配され、変調用発振器によって出力された周
波数𝑓𝑣で位相差が 90°の信号がミキサで掛け合わされ、混合器で足しあわされることで
ネットワークアナライザの周波数 𝑓𝑛 より加振周波数 𝑓𝑣  だけ変調された信号となる。 
３． 変調された信号は送信側のアンテナよりセンシング波として出力され、励磁コイルに











Table 3-1使用機器 1 





ZVL-135 Center：5 GHz 
Span：8 GHz 
Power：-8 dBm 
IF Band Width：10 Hz 





WF1973 𝑓𝑣：114 Hz 







WF1948 𝑓𝑣/2：57 Hz 
Amplitude：2.88 Vp-p  
Wave：Sine 















Table 3-2 使用機器 2 
名称 メーカー名 型番 定格 
Power 
Amplifier1 






QH-0R714 Frequency Range：0.7～14.5 GHz 
Insertion Loss：-3 dB 
Mixer Marki 
microwave 
ML1-0113 LO/RF：1.5～13 GHz 
IF：DC～2 GHz 
Combiner Mini-Circuits ZFRSC-123+ Frequency Range：DC～12 GHz 




Mini-Circuits ZVA-183+ Frequency：700 MHz～18 GHz 
Gain：26 dB 
 
Table 3-3 使用機器 3 
名称 メーカー名 型番 定格 
Digital 
Force Gauge 
IMADA ZTS-50N-AN Capacity：50 N×0.01 N 
Accuracy：＋/－ 0.2 % 
Micro 
Laser Sensor 
Panasonic HL-G108-A-C5 Resolution : 2.5 m 
Distance of Center: 50 mm 
Measurement Range :±20 mm 




























Fig. 3-2 ボウタイスロットアンテナ寸法（上：上面、下：側面） 
 









さ 0.5 mm の板を 100 枚積層した構造になっている。また、コイルに巻いたエナメル線は、
直径φ：1.2 mmのポリアミドイミド銅線(AIW)を 500回巻いて作成した。励磁コイルの写真
を Fig. 3-5に示す。 
 励磁コイルは抵抗値が 1.9 Ωであるものの、インダクタンスが 111 mH であり、交流電流
を印加するとコイルに大きな電圧が発生する問題がある。一方、加振は単一周波数であるた
 
Fig. 3-4 アンテナの周波数特性 
 

































Fig. 3-6 直列共振回路の回路図 
 









































 加振力の値の例として、鉄筋―励磁コイル間距離を 4 cmにし、Table 4-1に示した計測パ
ラメータによる結果を示す。取得した加振力の時間波形と周波数特性を Fig. 4-4に示す。励
磁コイルでは磁気吸引力のみが働くため正負の交流電流を流した際には、計測対象である
鉄筋の振動周波数は加振周波数の 2 倍となる。そのため、加振周波数 𝑓𝑣/2 で振動させた場
合、鉄筋は 𝑓𝑣 で振動することとなる。Fig. 4-4より、加振周波数 57 Hz に対して振動周波数
は 114 Hzとなっていることが分かる。そして、励磁コイル加振システムによる鉄筋への加
振力を表す値は、取得した時間波形の peek-to-peek とする。 
 
Fig. 4-3 鉄筋－フォースゲージ間の固定治具 
 







Table 4-1 計測時のパラメータ 
使用機器 設定 
Vibration Oscillator Amplitude : 2.88 Vp-p 
Frequency : 57 Hz 












2 cmほどのコンクリートをはさんだ状態で計測した。計測時のパラメータは Table 4-1と同
様であり、Fig. 4-5 に各かぶりにおける加振力の結果を示した。 
 
 
(a) 時間波形             (b) 周波数特性 













垂直に配置されている状態を 0 mmとし、鉄筋を励磁コイルに対し直行する方向に 2 mmず
つ移動して計測した。計測時のパラメータは Table 4-1と同様であり、かぶりは 45 mmと 70 
mmで実験を行った。計測結果を Fig. 4-6に示す。 
 
















Fig. 4-6 より、かぶりが 70 mmの場合は加振力が概ね一定となり鉄筋と励磁コイルの位置関





4-2-3 電磁鋼板(コイルコア)の熱による加振力  
 
 励磁コイルは巻き線抵抗があるため、電流を流し続けることで熱が発生する。加振レーダ
法においても計測時に 10 Aを 1 分ほど流すため熱の変化は大きい。そこで、Fig. 4-7のよう
に電磁鋼板足下の熱の変化による加振力の違いを確認した。計測時のパラメータは Table 4-






















かぶり 4.5 cm かぶり 7 cm






















52 ℃ 26 ℃ 指数 (52 ℃) 指数 (26 ℃)
 





したときの加振力の増減比を表した結果を Table 4-2に示す。 
 
Table 4-2  26℃に対する 52℃の増減比 
かぶり[cm] 4 5 6 










る加振力の変化を求めた。使用した鉄筋径は 10 mm, 13 mm, 16 mm(それぞれ、呼称 D10、
D13、D16)である。計測時のパラメータは Table 4-1と同様であり、それぞれの鉄筋径でかぶ






















 現状の励磁コイル加振システムでは、RLC 直列共振回路を用いることで最大で 10 Arms
の電流を流すことが可能である。加振力は、コイルの巻き数と印加電流によって決定される
ことから、巻き数が一定の励磁コイルにおいて印加電流と加振力の関係を実験的に確認し
た。鉄筋―励磁コイル間距離は 4 cmであり、印加電流を 2 Aから 10 Aまで 1 A ずつ変化さ
せ加振力を計測した。周波数は Table 4-1と同様である。 
 
 Fig. 4-10より、印加電流と加振力はべき関数として増加していくことが分かる。印加電流















































 励磁コイルと鉄筋を 4 cm 離したところで、57 Hz の加振周波数における鉄筋の振動振幅
を加振レーダ法を用いて算出する。印加可能な最大電流値である 10 A から 1 A ずつ下げて
いき各々で振動振幅を算出した。加振レーダ法による振動振幅 𝛿 の算出方法を以下に示す。 
 
 式(2-5)より、ある反射時刻 𝜏 の反射体の振動振幅 𝛿(𝜏) は以下のように表される。このと
き、 𝑔
0
̇ (𝜏) は無変調成分、 𝑔
𝐷











                                   (5 − 1) 
 
 すなわち、無変調成分の反射波の微分波形とドップラ成分の反射波で表される。よって、







× 𝑣                                     (5 − 2) 
 
によって求められる。ただし、𝛿 は片側振幅である。次節で記述するレーザ変位計によって








 計測の様子を Fig. 5-1に示し、計測時のパラメータを Table 5-1に示す。 





Start : 1 GHz 
Stop : 9 GHz 
Power : -8 dBm 
IF Band Width : 10 Hz 




Amplitude : 1.5 Vp-p 
Offset : 0.75 V 
Frequency : 114 Hz 
Phase : CH1=0°、CH2=88.5° 
Wave : sin 
 
Vibration Oscillator 
Amplitude : max 2.88 Vp-p 
Frequency : 57 Hz 
Phase : 0° 
Power Amplifier CC-EXT : 10倍 
 
 
Fig. 5-1 計測の様子 
28 
 
 励磁コイル―鉄筋間の距離が 4 cm、アンテナ―鉄筋間距離が 10 cm、アンテナ給電点間距
離が 4 cmで設置する。また、アンテナは偏波方向が鉄筋の長さ方向と平行になるように設
置する。 
 計測した周波数特性に中心周波数が 4、5、6 GHz、周波数帯域が 3 GHz のフィルタを掛
け、各中心周波数における加振レーダ法による振動振幅を算出する。各中心周波数でのフィ




















Table 5-2 加振レーダ法による振動変位 
印加電流 
[A] 
加振レーダ法による振動振幅 𝛿 [m] 
中心周波数 [GHz] 
4 5 6 
5 3.9 3.4 3.1 
6 4.6 4.2 3.9 
7 3.5 3.4 3.4 
8 6.1 6.4 6.4 
9 9.7 9.2 8.3 
10 14.3 12.6 10.9 
 









(c) 中心周波数 6 GHz  










Fig. 5-3 より、5、6、7 Aの印加電流の場合、鉄筋位置でのドップラ成分の振幅が確認できて
いない。よって、Table 5-2の灰色で塗りつぶした結果については、信憑性が低いものとなっ










筋間距離は 4 cmであり、レーザ変位計―鉄筋間距離は焦点距離である 8.5 cmである。励磁
コイルに電流を印加させたときのレーザ変位計におけるアナログ変位電圧をADCを用いて
計測する。計測対象の振動振幅が微小であるため、時間波形での振動振幅の算出が難しい場
合もある。そこで、1 μm の振動を模擬した時間波形をデジタル的に作成し FFT を施す。ま
た、取得した時間波形についても FFTを施しパワースペクトルにおいて両者を比較し、1 μm 
に対するパワースペクトルの増減で振動振幅を算出した。実験の様子を Fig. 5-4に、計測の
ブロックダイアグラムを Fig. 5-5に示す。また計測パラメータを Table 5-3に示す。 
 










Amplitude : max 2.88 Vp-p 
Frequency : 57 Hz 
Phase : 0° 





 励磁コイルへの印加電流を 10~5 Aまで 1 Aずつ下げていき、各々で計測を行った。各々
の電流値で取得した電圧の時間波形と FFT を施したパワースペクトルを Fig. 5-6に示す。パ
ワースペクトルは 1 μm のパワースペクトルと比較しているため、0 dBが 1 μm を表してい

























(a) 10 A 印加時の時間波形        (b) 10 A印加時のパワースペクト
ル 
 
(c) 9 A印加時の時間波形        (d) 9 A印加時のパワースペクトル 
 






(g) 7 A印加時の時間波形        (h) 7 A印加時のパワースペクトル 
 
(i) 6 A印加時の時間波形        (j) 6 A印加時のパワースペクトル 
 
(k) 5 A印加時の時間波形        (l) 5 A印加時のパワースペクトル 
 
Fig. 5-6 各印加電流における時間波形とパワースペクトル 
34 
 
Table 5-4 レーザ変位計により算出した振動振幅 










グラフを Fig. 5-7に示す。 
 
 
加振レーダ法については 7 A 以下の結果の信頼性が低くなっており、振動変位が一致しな






















第 6章 FEM(有限要素法)を用いた電磁場―弾性応力解析 
 








電磁場解析は PHOTO-EDDY、弾性応力解析は PHOTO-ELAS を使用した。EDDY と ELAS
それぞれに必要な入力条件を Fig. 6-1 に示す。また、解析に採用した鉄筋(ss4100)とコイル





























る。EDDY では B-H 曲線を用いていることから非線形解析を実行している。そこで、ある
時刻の計算時のニュートンラプソン法のループごとに ICCG法が実行されている。この反復






















































Fig. 6-4 2次元モデル 
 













析実行までの流れを Fig. 6-6に示す。解析動作中の流れを Fig. 6-7に示す。 
 
 


























電磁場解析モデルは Fig. 6-4と同様であり、弾性応力解析モデルを Fig. 6-8に示す。Fig. 6-8
は Fig. 6-4のモデルから空気層を取り除いたモデルである。解析パラメータを Table 6-1、6-
2 に示す。モデルは、1/2 モデルを作成し対称境界条件により解析を行った。励磁コイル―






Table 6-1 電磁場解析におけるパラメータ 
コイルへの印加電流 7071 AT 
周波数 57 Hz 
(1周期 20分割) 






Fig. 6-8 弾性応力解析に用いたモデル 
41 
 
Table 6-2 弾性応力解析におけるパラメータ 
鉄筋の縦弾性係数 206 GPa 
ポアソン比 0.3 
体積弾性率  172 GPa 
 





                                    (6 − 1) 
 
解析より求められた変位量を Table 6-3に示す。 
 
Table 6-3 FEM解析により求められた変位量 



















































×H150×D400 mmの角柱であり、D16異形鉄筋、かぶりは 40 mmである。以上のパラメー
タは同一で、圧縮強度のみ異なるモルタル供試体を 3種類作成した。実験時の材齢は 30日
であった。供試体の写真を Fig. 7-1に、配合表を Table 7-1、7-2、7-3 に示す。配合表に示さ
れた C は早強セメントを使用している。 
 
 
Fig. 7-1 モルタル供試体の写真 
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[%] W C S Ad 
3.13 2.63 
1000 0.65 300.0 461.5 1385.0 4.62 4.5 
 
 






[%] W C S Ad 
3.13 2.63 
1000 0.45 310.0 688.9 1116.0 6.89 4.5 
 






[%] W C S Ad 
3.13 2.63 
1000 0.35 320.0 914.3 935.0 9.14 4.5 
 
 
各配合において直径 100 mm高さ 200 mmの円柱供試体を 3体ずつ作成し、一軸圧縮試験に
より応力ひずみ線図を作成した。応力ひずみ線図より 3体の平均をとることで、各配合の圧
縮強度と弾性係数を求めた。各配合における応力ひずみ線図を Fig. 7-2に、求めた圧縮強度











体積重量を用いて弾性係数を推定した。Table 7-4 ( )内が実験により求めた弾性係数であり、
( )外が式(7-1)によって算出した弾性係数である。 
 









3                                    (7 − 1) 
 





















65 30.96 20.6 (31.50) 
45 50.60 24.2 (25.19) 





 実験時のパラメータを Table 7-5 に示す。振動変位の精度を上げるため、鉄筋に対してア
ンテナが直交する方向に 100 mm 間を 2 mm ずつ 50 点移動させて計測を行い、マイグレー
ション処理を施した。マイグレーション処理を施すことで振動変位の変動率が 3 %ほどに抑









Start : 1 GHz 
Stop : 9 GHz 
Power : -8 dBm 
IF Band Width : 10 Hz 




Amplitude : 1.5 Vp-p 
Offset : 0.75 V 
Frequency : 114 Hz 
Phase : CH1=0°、CH2=88.5° 
Wave : sin 
 
Vibration Oscillator 
Amplitude : 2.88 Vp-p 
Frequency : 57 Hz 
Phase : 0° 








イグレーション処理を施した結果を Fig. 7-5、7-6、7-7に示す。比誘電率は 12で統一したこ
とからモルタル中の伝搬速度 𝑣 は0.866 × 108としている。 
 

















(a) W/C 65における移動計測のレーダプロファイル 
 
(b) W/C 65におけるマイグレーション後の波形 












(a) W/C 45における移動計測のレーダプロファイル 
 
(b) W/C 45におけるマイグレーション後の波形 








後の波形から算出した振動変位を Table 7-6 に示す。また、かぶりと鉄筋径が同じ供試体の
場合、コンクリート内の応力は同じになると考えられるため、式(2-8)が成立するとすれば、
定数 𝐶 は一定値を取ると考えられる。したがって、振動変位 𝛿 と弾性係数 𝐸 の真値との積
 𝛿𝐸 はかぶりと鉄筋径が同じ供試体の場合、弾性係数によらず同様になる。そこで、圧縮強
度 86.81 N/mm2を基準にした際の、 δE の差も示した。 
 
(a) W/C 35における移動計測のレーダプロファイル 
 
(b) W/C 35におけるマイグレーション後の波形 













30.96 20.6 (31.50) 4.2 107 
50.60 24.2 (25.19) 3.2 95 










 7-2-3 モルタル供試体での弾性係数推定 
 
 弾性係数の高い粗骨材を含まない均質な媒質であるモルタル供試体において、式(2-8)を
用いることで弾性係数を推定する。推定に用いるパラメータを Table 7-7に示す。 
 
Table 7-7 推定に用いる各パラメータ 
かぶり L[m] 40000 
加振力 F[N] 15 
等価断面積 A[mm2] 100 × 16 
 
Table 7-7 に示した各パラメータと加振レーダ法によって算出した振動変位を用いることで
弾性係数を推定した。また、圧縮強度 86.81 N/mm2の推定弾性係数 29.0 kN/mm2にフィッテ
ィングさせるため式(2-8)の定数 𝐾 の値を 216.5とした。かぶり、鉄筋径、供試体サイズが同
一の場合定数 𝐾 は一定となる。圧縮強度 86.81 N/mm2 により求めた弾性係数にフィッティ






























                                                           (7 − 2) 
 









Table 7-9のように、定数 𝐾 を 1にした場合振動変位は nmオーダで算出されるはずである。
しかし、加振レーダ法では μm オーダで振動変位が算出されている。そこで、仮説式のパラ











各パラメータは Table 7-11、7-12 に示した。また、供試体の写真を Fig. 7-8 に示す。また、
同一供試体で表裏からの計測を行うことにより 2 種類のかぶりで測定が可能なため、鉄筋
径、かぶり、弾性係数の異なる計 16種類の計測を行った。弾性係数の異なる 2種類の供試
体の実測値は、1 軸圧縮試験により 41.5、34.9 kN/mm2であった。尚、これらの供試体は脱


























40.0 0.48 158 329 219 508 551 557 15.7 4.9 










 計測時のパラメータを Table 7-5 と同様である。計測方法は、場所による振動変位のばら
つきを考慮して供試体の中央 50 mm間を 5 mmおきに 11点、鉄筋と偏波方向が平行になる
よう移動計測した。供試体の幅が狭いことから鉄筋と偏波方向と直交する方向での移動計




ことで求めた平均波形を Fig. 7-11に示す。比誘電率は 9に設定している。 
 
 





(a) D13、かぶり 38 mm 
 
(b) D16、かぶり 36 mm 













(c) D19、かぶり 34 mm 
 
(d) D22、かぶり 32 mm 
 
(e) D13、かぶり 49 mm 
 
(f) D16、かぶり 48 mm 







(g) D19、かぶり 47 mm 
 
(h) D22、かぶり 45 mm 
Fig. 7-10 加振レーダ波形を横方向に並べたレーダプロファイル 
 





 (b) D16、かぶり 36 mm 
 
弾性係数 34.9 kN/mm2 弾性係数 41.5 kN/mm2 





 (c) D19、かぶり 34 mm 
 
 
 (d) D22、かぶり 32 mm 
 
 
 (e) D13、かぶり 49 mm 
 
 
 (f) D16、かぶり 48 mm 
 









積 𝛿𝐸 の差を算出した結果も示す。𝛿𝐸 の差 𝑃 は弾性係数 34.9、41.5 kN/mm2の供試体におい
て得られる鉄筋振動変位を 𝛿34.9、𝛿41.5 としたとき、式(7-3)で定義する。 
 
𝑃 =
34.9 𝛿34.9 − 41.5 𝛿41.5
41.5 𝛿41.5
× 100                                (7 − 3) 
 
弾性係数のみ異なる 2つの供試体の 𝛿𝐸 を比較したとき、両者の差が 3.5 % 未満の結果を濃
いグレーで、約 11 % 以下の結果を薄いグレーで示した。残りはそれ以上となった。許容誤
差は定めていないが、場所による振動変位の偏差が最大で約 10 %あることから、このよう
な判断基準とした。また、Table 7-11、7-12 を図化したグラフを Fig. 7-12に示す。 
 
 
 (g) D19、かぶり 47 mm 
 
 
 (h) D22、かぶり 45 mm 
Fig. 7-11 各パラメータにおける平均レーダ波形 
 




Table 7-11 計測結果(浅いかぶり) 
鉄筋径 [mm] 13 16 19 22 
かぶり [mm] 38 36 34 32 
弾性係数
 𝐸 [kN/mm2] 
34.9 41.5 34.9 41.5 34.9 41.5 34.9 41.5 
振動変位 𝛿 [m] 7.4 7.6 9.2 7.5 9.1 7.6 8.0 7.5 
𝛿𝐸の差 𝑃[%] -18.1 3.2 0.7 -10.3 
 
Table 7-12 計測結果(深いかぶり) 
鉄筋径 [mm] 13 16 19 22 
かぶり [mm] 49 48 47 45 
弾性係数
 𝐸 [kN/mm2] 
34.9 41.5 34.9 41.5 34.9 41.5 34.9 41.5 
振動変位 𝛿 [m] 6.7 5.8 7.6 7.2 6.1 7.0 5.9 5.2 


























計測した供試体のうち 75 %で 𝛿𝐸 の差が 11 %以下となっており、振動変位と弾性係数の間















動変位の関係が Fig. 7-14 のように予想される。また同時に、Fig. 7-14 に加振レーダ法によ
って算出した振動変位も示した。 
 
Fig. 7-13 D16における加振力と振動変位の関係 





























































 解析に使用したモデルを Fig. 8-1、8-2に示す。5章でモデリングしたモデルの空気層の一
部をコンクリートの物性値に変更したものである。コンクリートは 7 章で用いたモルタル
供試体の寸法と同様の W150×H150×D400 mmを模擬している。印加電流設定を Table 8-1
に、コンクリートの設定パラメータを Table 8-2 に示す。変位の算出は、印加電流の周波数














Table 8-1  EDDYパラメータ 
コイルへの印加電流 7071 [AT] 
周波数 57 [Hz] 
(1周期 20分割) 
鉄筋の電気伝導率  6.48 × 106 [S/m] 
 
Table 8-2  ELASパラメータ 






弾性係数 [GPa] 206 20.6  24.2 29.0 
ポアソン比 0.3 0.2 0.2 0.2 














 Table 8-2に示した各弾性係数において、解析により求められた変位量をTable 8-3に示す。
また、弾性係数 29.0 を基準としたときの、弾性係数と変位量の積 𝛿𝐸 の差についても示し
た。 
 
Table 8-3 各弾性係数における変位量と 𝛿𝐸 の差 
弾性係数𝐸 [GPa] 変位量𝛿 [nm] 𝛿𝐸の差 [%] 
(基準は弾性係数 29.0) 
20.6 75.4 90 
24.2 67.2 94 
29.0 59.6 100 
 
Table 8-3より弾性係数と振動変位には概ね逆比例の関係性があることがわかる。しかし、弾
性係数が Table 8-2 のような場合、解析で求められる変位量は数十 nmとなる。7-2-3節によ
ると、仮説式から振動変位を逆算すると nmオーダであることが予想される。よって、仮説
式の考え方としては正しいと判断することができる。しかし、有限要素法による解析では
nm オーダであるのに対して、加振レーダ法で算出される振動変位は μm オーダとなってい
る。そこで原因の考察のため、弾性係数 20.6 GPa の解析における変位が最大になる時刻の




















メータは、厚さが約 300 μm で弾性係数はモルタルと比較して 1/105に設定した。 
 












位量についても弾性係数 20.6 GPaを模擬した解析では 3.0 μm となり、加振レーダ法で算出
した鉄筋振動変位とオーダが一致する。そこで、弾性係数と界面パラメータを変化させて変
位量を解析した。鉄筋中央ある表面節点における時間と変位量のグラフを Fig. 8-8に、結果
を Table 8-4に示す。また、Table 8-4に弾性係数 29.0を基準としたときの、弾性係数と変位
量の積 𝛿𝐸 の差についても示した。 
 










Table 8-4 各弾性係数における変位量の結果 
弾性係数𝐸 [GPa] 変位量𝛿 [m] 𝛿𝐸の差 [%] 
(基準は弾性係数 29.0) 
20.6 3.0 97 
24.2 2.6 99 


















































































し、W/C 35 %の弾性係数にフィッティングさせることで、他の 2種類の弾性係数とも近似
する値となった。しかし、フィッティングするための定数を使用しない場合、推定弾性係数
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